ハンノウ　ハンギョ　ノ　レキシテキ　スイイ　ト　ゲンジョウ : カイヒン　ダイチガク　ダイ2ヘン　ダイ1ショウ　ダイ1セツ　ダイ1コウ : トウケイ　ブンセキ by 小林, 恒夫 et al.
i毎と台地 Vol.12 (2000) 1 ~ 8 
半農半漁の歴史的推移と現状
「海浜台地学J第E編第 l章第 1節第 l項:統計分析
小林恒夫
佐賀県唐津市松商fUJl52-1 佐袈大学海浜台地生物生産研究センタ
Historical Transition and Present Condision ofthe Fishery Households 
Who Are Engaged in Farming Together in Japan 
A Statistical Analysis -
Tsuneo KOBAYASHI 
Marine and Highland Bioscience Center， Saga University 
152-1 Shonan-cho， Karatsu， Saga 847-0021， Japan 
要約
わが聞において現在たしかに全体としては半農半漁経営体数とその割合は激減したが，地域的には太
平洋3区や東シナ海区において，また階層的には 1トン未満層において，そして漁業韓類ではのり養殖
業において，平均的に見ても 50万円台から 70~80万円台，割合にして10%前後の農業所得を得ている半
農半漁経営体が存続しているという統計的結果を得た。以上の数値は，想像以上に高いものと考えられ
る。
また，佐賀県がわが国で最も高い半農半漁経営体数割合をもっ，いわば自本ーの半農半漁県であるこ
とが判明した。したがって，その具体的実態やメカニズム解明が今後の課題となる。
Summary 
The percentage of fishery households who are engaged in farming together certainly decreased. 
But not a litle percentage of those fishery households is found in Pacific Ocean areas， East China 
Sea and small鵬sizedfishery strata. In these areas those fishery households take an active part. The 
average agricultural income are 500~800 thousand yen. And the percentage of this income in the 
earnings offishery households is about 10%.1 think these situation is important than expected. 
And1 found 0凶 thatSaga Prefecture has the highest percentage ofthese fishery households in Ja倫
pan. Therefore we must investigate the actual conditions and the mechanism in Saga Prefecture in 
the future. 
1.開題意識
一一半農半漁は時代遅れか一一
半農半漁に言及した論文は少なくないが，半農
半漁をタイトルとした著書は全くなく，学術論文
も数本にすぎない。漁業経営体の専業性(専業漁
家割合)の高さ，半農半漁経営体数割合の激減・
縮小，および農林漁業(第一次産業)研究の農業・
林業・漁業への細分化・専門化などがその要国と
考えられる。
たしかに今日，全国平均の統計数字を見ると，
半農半漁経営体数は激減し，その割合もかなり小
さくなった。しかし本稿で後述するように，
半漁経営体数割合には大きな地域性・階層性が見
られるし，また少数とはいえ残された半農半漁経
営体における「農業Jの経済的位置は意外に大き
く，かつむしろ増加してきているのであり，今日
においても半農半漁の存在意義を無視することは
決してできない。
だが，上述のように，そもそも半農半漁経営体
の存在状況・実態に関する研究は皆無に等しい。
そこで，本稿は改めて「日本における半農半漁の
動向と存在状況Jに関し，一般的な統計分析を試
みることを目的とする。
ところで他方，我々は既に口毎と台地J(註 1) 
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において，佐賀県北西部沿岸の実態調査によって
半農半漁集落や半農半漁経営体の具体的実態に関
する詳細な分析を済ませている。しかし，半農半
漁の全国的・地域的動向はまだ不明のままにおか
れている。そこで， )1買序は逆になるが，本稿では
改めて半農半漁の全国的動向に関する統計的なマ
クロ分析を行いたい。そして，これをもって，こ
れまでのミクロ的な実態分析の序論・序説として
位置づけ，両者を合わせて「現代日本半農半漁論j
として世に送りたい。
(註 1)小林恒夫(1999)，小林恒夫(2∞Oa)，小林恒夫(2000b)
を参照。
2.半農半漁の統計的把握方法
半農半漁とは， i農業も営むj魚、家Jといった意
味内容で頻繁に使用される自常的一般用語である
が，農林漁業統計用語の中にそれを見い出すこと
はできない。これは「棚田」という農林統計用
が存在しない(註 1)のと共通している。したがっ
て統計分析においては「農業も営む漁家Jという
項目を，農業統計ないし漁業統計から探し出すし
か方法はない。
農業統計において漁業との接点を把揮する方法
は限定される。他方，漁業統計の中に農業との接
点を見い出すことができる。そこで，まず漁業セ
ンサスにおいて，個人漁業経営体 (0、下「漁家」
と略称)が農業と同様，専業・兼業に区分されて
いるが，兼業漁家の兼業種類の 1っとして「自営
農業」が把謹されている。そこで，この f自営農
業を営む漁家」を半農半漁として把握することに
する。
さらに漁業センサスにおいては，漁、家が兼業す
る自営農業に関して，それが「主とする兼業種類」
である場合 (A)と， i主とするか否かにかかわ
らず，ともかく自営農業を営むj場合 (B)の2
通りの分類がなされている。これら両者の関係は，
前者 (A)が後者 (B)に含まれる関係にあるが，
本稿では下記のように必要に応じて両者を区別し
つつ使用することにする。
(1) 狭義の半農半漁 (A)
周知のように，漁業は農業と異なり，労働様式
の違い(註2)から専業的性格が強く，専業割合
が農業より高いわけだが，このように専業割合が
比較的高い漁家において， i主とする兼業種類が
自営農業であるJ状態とは，第 I種兼業漁家の場
合では「漁業+農業jが漁家の基本的就業内容と
なっているものと推測される。また，第E種兼業
漁家の場合では， i農業+漁業jが基本的就業内
容となっているものと考えられる。そして，いず
れの場合においても漁家経営総体の中で農業が一
定の比重を占めているものと考えられる。つまり
ともに「漁業+農業Jないし「農業十漁業」経営
といえる内容を保持している漁家として把握する
ことができるのではないかと考える。
すなわち，本稿ではこの (A) タイプを「漁業
十農業」ないし「農業+漁業Jというように，農
業ないし泊、業を経営の主体とし，農業を経済的に
不可欠とする掃、家，あるいは漁業を不可欠とする
農家という意味で，本来的な半農半漁の内容に最
も近いものと考え， i狭義の半農半漁Jと命名し
ておきたい。
(2) }玄義の半農半漁 (B)
一方，ともかく「自営農業を営んだ漁家J(B) 
のうち，上記の「狭義の半農半漁Jつまり f主と
する兼業種類が自営農業である漁家J(A) を除
いた漁家，すなわち， i主とする兼業手重類ではな
いが自営農業を営んだj魚、家Jのほうは， (A)と
は経済的内容が異なるものと考えられる。
その根拠は以下の通りである。自営農業が「主
とする兼業種類ではない」ため， 1兼漁家の場合
は， i漁業+勤務(ないしその他の自営業) +農
業Jというように農業が第3位以下に位置づけら
れているため，農業のもつ比重が低下し，飯米泊、
家的なものとなっていることが推測される。また
E兼漁家の場合は，漁業と農業のどちらが大きい
のか不明だが，漁業の方が大きいならば「勤務(な
いしその他の自営業)十漁業十農業Jといった内
容が考えられるし，農業の方が大きいならば「勤
務(ないしその他の自営業) +農業十漁業」とな
ると考えられるが，いずれの場合も農業ないし漁
業を経営の主体とする経営だと見ることはできな
いため，このようなケースはたしかに漁業と農業
の両方を営んで、はいるが，内容的には決して本来
的な半農半漁とみなすことは無理と考える。そこ
で，本稿では，このような漁業と農業のよと重の低
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い農漁家をも含めた「大なり小なりともかく自
農業を営んだj魚、家J(B)のほうを， I広義の半農
半漁」と呼び，上記の f狭義の半農半漁」と統計
上区別し，必要な限り両者の違いに注意しつつ，
全国統計ないし地域別統計の分析を行っていきた
しミ。
(註1)小林恒夫(1998)を参照。
(註2)加持翼手1]俊(1988)pp. 11 -15参照。
3.歴史性
一一半農半漁の全般的縮小傾向・少数派化
そこでまず，半農半漁経営体数とその割合がど
のように推移してきたのか，その歴史的動向を全
国規模の統計によってみてみたい。
自給自足経済が支配的であった高度経済成長以
前においては，日本の漁村において半農半漁はむ
しろ支配的形態であり，相当割合の漁家が半農半
漁形態をとっていたと想像される。加瀬 (1988)
によると， I耕地のある漁家」の割合は， 1953年
には68%を占め，その後減少したが68年でも50%
を保持していた。しかし， 78年には37%に，そし
てお年には32%に低下してきている(註 1)。
図1はその後の最近年までの動向を示したもの
である。上記の「広義の半農半漁J経営体数割合
は1988年には25%に， 93年には17%に，そして最
近年の98年には14%まで低下してきており，平均
的にみて今日，半農半漁経営体は漁家の l割余の
少数派に縮小してきているとみることができる。
そしてこの点に今日，半農半漁がlまとんど取り
げられなくなった根拠が存在していると考えられ
る。
なお， Iともかく農業を営むJI広義の半農半
漁」経営体の中で農業が経済的意味をもっ本来的
な半農半漁である「狭義の半農半漁j経営体が半
数以上を占めていることが分かるが，半農半漁を
この f狭義の半農半漁」に限定すると半農半漁経
営体数割合は1998年では 8%水準にまで縮小して
きている。
(註 1)加l瀬手[J俊(1988)p.92参!言。
自営農業を営んだ漁業経営体 f国人漁業
経営体
総数
1988 
1993 
1998 
45，230(24.8%) 
主とする兼業種類が自営農業である漁業経営体 .i.とする兼業ではないが自営農業を営んだ漁業経営体
22，903 (12.6%) 22，327(12.3%) 
I兼漁業を主とする漁業怒営体(1兼) I 漁.'f{:ミキ業:E~をEf; 従イ本7(とH(4す~rるt)江主
15，056(8.3%) I ''''"'7:8;á(4~3%) 8，607(4.7%) 
l漁刷出削営体制約
13，720(7.5%) 
自営農業を営んだ漁業経営体
27，779(16.9%) 
主とする兼業が自営幾業である漁業経営体 主設とすをるえ伝染だでは0経な84営い(が @I悩
15，685(9.6%) 
:すご営ん漁業 体
12，084(7.396) 
HIt 
9，338 (5.7%) 6，357 (3.9%) 
3，668 (2:296) I 8，416(5.1%) 
個人漁業経営体総数
163，923 (100.0%) 
自営農業Aを営んだ漁業経営体
20，163(14.1 %) 
個人漁業経営体総数
143，194 (100.0%) 
主とする兼業が自営農業である
i3lt:E1と725すfj;A2る41終E8を業，営4で38んは(だ5な.漁9い%業が) 漁業経営利， 11，725(8.2%) 
I兼|時5，140 2，507 1 5，931 
6，585(4.6%) I (3:696) (1.896)1 (4.196) 
狭義の「半農半漁j
広義の「半農半漁J
関 1 自営農業を営んだ傭人漁業経営体の内容と推移(全国)
資料:iHI.業センサス。
182，164 
(100.0%) 
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4.階麗性および漁業種類
一--漁部非利用・無道力部階層・のり養殖
業で 3 割，絶対的には 1~5 トン階層
が半農半漁の中心的担い手階層一一
では如何なる漁業経営形態ないし経営階層にお
いても半農半漁形態は縮小し少数派となってきて
いるのであろうか。それを見たのが表1である。
まず全体的傾向としては，どの階層や漁業種類
においても半農半漁経営体は絶対数・割合とも激
減傾向を示している。しかし階題的に見ると，絶
対数・割合において格差が大きい。
割合では漁船非使用，無道力船のみ，およびの
り養殖業では1998年でも30%台という決して低く
ない水準を維持しているし，無道力船のみの階層
は減少テンポもゆるやかである。
それに対し，動力船使用階層におけるその割合
はいずれも 2割水準を切り，少数派に向かってい
る。なかでも最も主業的な沿岸拐、家らしい階層と
いわれる 3~5 トン階層(註 1 )を含めた3トン
以上層になるとその割合は 1割未満となり微少な
存在となっている。そして特に企業的性格を発揮
しだすといわれる10トンU、上層(註2)になると
5%を切り，極少数派となっている。
こうして半農半漁経営体数割合では，動力船階
層では l割未満の少数派となっているのに対し，
漁船非使用，無道力船のみ，およびのり養殖業で
はまだ3割台を保持しており，両者間に大きな違
いが認められる。
一方，絶対数においては，従来からむしろ 1~
5トン階層およびのり養殖業において半農半漁経
営体数が比較的多く， 1998年ではこれらの階層・
種類で経営体総数の72%を占めているのである。
以上の諸点をまとめると，半農半漁経営体は絶
対数においてはそもそも経営体総数そのものが多
い1トン未満， 1 ~ 3トン， 3 ~ 5トンの各層お
よびのり養殖業においてそれぞれ 2 千~6 千の大
台 (1998年)において比較的多く存在し，これら
の階層・種類における半農半漁経営体数は半農半
漁経営体総数の 7割以上を占めている。しかし，
のり養殖業を別として 5トン未満階層における半
農半漁経営体数割合は2割未満と少数を占めるに
すぎない(少数派化)。逆に漁船非使用および無
道力船階層はその3割水準が半農半漁経営体を維
持しているが， しかしこれらの階層はそもそも経
営体総数が多くないという対照的な様相を援して
いる。
なお本節では「広義の半農半漁Jのデータを使
用しているが，それは，掲載は省略するが，この
間どの階層においても「狭義の半農半漁」経営体
数が「広義の半農半漁J(半農半漁経営体総数)
の過半数を占め，これまで見てきた 2種の半農半
漁の内容の違いにおいては階層差が認められな
かったためであることを付け加えておきたい。
(註1)加瀬和俊(1988)p. 113参照。
(註2)加瀬和俊(1988)p.50参照。
表1 糖層別半農半漁(農業を営んだ漁業経営体)数とその都合の推移
漁業経営体総数 農業を営んだ漁業経営体数
農業を営んだ漁業経営体数割合
(%) 
A B B/A 
1978 1988 1998 1978 1988 1998 1978 1988 1998 
210， 123 182，164 143，194 71，560 45，230 20，163 34.1 24.8 14.1 
漁船非使用 10，464 6，328 4，349 6，434 3，199 1，450 61. 5 50.6 33.3 
無道力船のみ 2，941 772 284 1，419 341 111 48.2 44.2 39.1 
1トン未満 46，129 41，540 34，292 17，595 12，468 6，462 38.1 30.0 18.8 
1 ~ 3 46，001 37，225 26，148 12，155 7，508 3，103 26.4 20.2 11. 9 
3~5 32，765 35，602 31，668 6，548 5，261 2，445 20.0 14.8 7.7 
5 ~10 10，409 11，449 10，623 1，997 1， 601 753 19.2 14.0 7.1 
1O~20 5，118 5，144 4，381 863 582 210 16.9 11. 3 4.8 
20トン以上 2，999 2，052 1，300 432 171 57 14.4 8.3 4.4 
小裂定置網 5，421 5，058 4，259 2， 158 1，406 633 39.8 27.8 14.9 
の り 養1ii主 24，341 13，256 7，202 12，851 6，473 2，450 52.8 48.8 34.0 
資料:i!伸、業センサス。
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5匪地域性
一一日本最大の半農半漁地域(県)
z東シナ海亘(佐賀県)
(1) 半農半漁2大海区
一一東シナ海区と日本海区(北区・西区)一一
半農半漁は果たして日本のどこにおいてもおし
なべて減少・縮小してきているのか。図2は鹿知
の大海底および大海註別都道府県夜分内訳だが，
この区分に基づき，図 3および図4に大海区別都
道府県の半農半漁経営体数割合を算出・表示した。
図3から以下のような地域性の存在が読みとれる。
まず「広義の半農半漁J割合を大海区別で見る
と日本海北匿・日本海酋IZ及び東シナj毎区におい
て比較的高いことが分かる。
しかし，その中身を見てみると，自本海区(北
区・西区)では f主とする兼業種類ではないが農
業を営んだ漁業経営体J，すなわち農業の経済的
比重の低い飯米漁家的な性格の強い半農半漁経営
体数が半農半漁経営体総数の過半を占めている。
すなわち， 2.の(2)で述べたように， I勤務+漁
+農業Jないし「勤務+農業十漁業」といった
漁家が「農業も営む漁家J= I広義の半農半漁j
の過半数を占め，飯米漁家的な漁家がかなり多く
存在しているものと想像される。それに対し，東
シナ海区ではその逆に，本来的な半農半漁である
「狭義の半農半漁」割合が半農半漁総数の過半を
占めている。こちらは農業の経済的意味合いの強
い本来的な半農半漁iが未だ相当割合を占めている
状態が推測される。こうして，日本海区(北区・
西区)と東シナ海区の間j毎区の半農半漁の内容の
違いが指摘できるのであるが，本来的な半農半漁
の視点から見直すならば，東シナ海区においてそ
の割合が最も高いことから，今日，本来的な半農
半油、を最も高い数字で残存させている東シナ海区
が皆本で最大の「半農半漁地域Jであると結論づ
けることができょう(註 1)。
(2) 缶本最大の半農半漁県=佐賀県
さらに以上の諸点を都道府県知に見ると，上記
雨海区の半農半漁の性格の違いの特徴を典型的に
示す諸県の存在を指摘することができる。すなわ
ち，日本海区において半農半漁割合の特に高いの
は日本海北区の新潟県と石川県，及び日本海西区
の京都府であり，他方，東シナ海区において同様
に半農半漁割合の高いのは佐賀・沖縄・熊本の3
県である(註2)。
以上の諸点を整理・換言すれば，日本の半農半
漁割合の高い海区(半農半漁地帯)は，日本海(北
区・西毘)と東シナ海区の2海区(地域)である
が，半農半漁の中身は弼海j玄において異なり，前
者の半農半漁は飯米j魚、家的な性格が強いのに対し，
後者の半農半漁は農業経営の比重の高い本来的な
半農半漁(狭義の半農半漁)を主体とする経営で
あり，更に以上の諸点を都道府県別に再検討する
と，前者の飯米漁家的な性格を半農半漁の地域的
特徴とする日本海:区:(北区・西区)において，そ
のような半農半漁の性格を代表・象徴する府県は
新潟・石川I.京都であり， i:走者の本来的な半農半
漁を主体とする半農半漁地帯である東シナ海E互に
おいてそのような半農半漁の性格を代表・象徴す
る県は佐賀・沖縄・熊本である，ということがで
きょう。
そしてさらにもう 1点付け加えるならば，本来
的半農半漁(狭義の半農半漁)割合からみて，東
シナ海区が日本最大の半農半漁地帯と考えられる
が，さらに東シナ海医の中で，その割合が最も高
いのが佐賀県であることから，日本最大の半農半
漁地帯の中でそれを最も象徴しているのが佐賀県
であり， したがって佐賀県が日本最大の半農半漁
県であるということができる。
しかし，ただ本来的な半農半漁と考えられる「狭
義の半農半漁jの中にも，漁業の比重が極めて低
く，実質的に「潟、家Jとは必ずしも呼べないよう
な漁家，たとえば浜明け期の数日間のみに魚介・
海藻等を採る実質上は「農家Jが存在する(註3)。
第E穣兼業漁家の少なからずがそれに相当するも
のと考えられる。そこで，さらに「狭義の半農半
漁」の I. I兼業内訳を示したのが関4である。
こちらは毘3以上にばらつきが著しく ，i毎区関
の差は明確で、はないが，都道府県別には，佐賀県
と福岡県において第 I種兼業漁家の割合がとりわ
け高いことが分かる。すなわち，この両県におい
ては， I狭義の半農半漁jのなかでも「漁業主体
の半農半漁」すなわち上記の浜明け期のみに採藻
等を行うような「漁家らしくない漁家Jを除いた
f漁家らしい潟、家Jの割合が他の都道府県に比べ
てとりわけ高い。なかでも佐賀県においては，こ
?のような典型的な半農半漁経営体数割合がとりわ
け高く，この点からも，佐賀県が日本最大の半農
半漁県であるという上述の性格づけはゆるぎない
ものと判断される。
憶
? ?
?
?
??6 
(註 1)加i綴和俊(1991)は「老人漁業的色彩の強いJ日本海
|玄(北!R'四区)と悲壮年表比率の高い東シナ海涯の地
域性の特徴を指摘しているが，これと本存~で~た半農半
漁の地域性をダブらせて言えば，高齢者のmう飯米的・
自給農業的性格の強い日本海区(北区・西区)の三|土幾三i土
i魚と若壮年層にmわれた東シナ i毎区の漁業主体の半J}~ -ï:.
i魚の2類'wの存在と言い換えることもできょう。
(註2)その姿国は，さしあたり，新潟県l土佐淡島，石川県は
能筆半島，京都府は丹後半島といった半島海浜台地での
漁業の在り方，れl'縄県lま離島での漁業形態，佐賀県・熊
本県は有羽海沿岸ののり養殖業の労働様式と漆くかか
わっていると推測される。また新潟県・石川県・京都府
において農業が「主とする兼業でないJ漁家が多いこと
は軽工業等の伝統的地場産業の後開と深くかかわってい
るのではないかといった点が~ffiìJ!1j ;される均三こういった
半終半漁地帯情成論の展開lま他日を期したい。
(設3)浜明け期のみの短期的漁業については井元燦総 (1999)
参UB。
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主とする兼業種類が自営農業である
漁業経営体の兼業譲類別内訳
資料:漁業センサス。
。
殴4
:tとする兼築稜援が自営農薬であ
主ではないが自営援業を営んだ漁祭経営体数の割合
10 20 30 40 50 % 
自営農業を営んだ漁業経営体の自営農業
が主とする兼業譲類であるか否かの内訳
'tfoH:漁業センサス。
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6.半農半漁における「農業」の経済的泣量
一一「漁業経済罷査報告J分析一一
以上で本稿の主要な目的は達成されたが，最後
にもう l点，半農半漁と呼ばれる漁家=漁業経営
体における「農業」のもつ経済的な重みについて
言及しておきたい。というのは，従前の半農半漁
研究がほとんど見あたらないため，現在ではそれ
はいったい無視しうるほど小さいのか，一定のよ七
重を占めるのか，あるいは地域性や階層性が大き
いのか，皆目不明だからである。
ところで，ここでも半農半漁世帯の「農業」の
経済的位置を直接的に示すデータは存夜しない。
たしかに「漁業経済調査報告Jには漁家所得の中
に「農業所得」という項目が存在する。しかし，
前述のように今日，半農半漁経営体数割合の激
減・縮小のもとでは，この調査の対象者の中に占
める半農半漁経営体数はごく少数であるため，そ
の平均の数字をもって半農半漁の経済的実態、であ
ると判断することはできない。そこで，その数字
を上記漁業センサスにおける半農半漁経営体数割
合で割り戻した数値をもって半農半漁経営体にお
ける f農業所得Jと判断する方法をとることにす
る(註 1)。
また漁業経済調査の対象となった半農半漁の内
容も，上記のように浜明け期のみの短期的漁家の
ような農業の比重の高い漁家から，飯米治、家のよ
うな農業の比重の極めて低い漁家まで多様である
と考えられる。すなわちそれは「広義の半農半漁」
に相当するものと考えられることから，本節で使
用するデータは「正義の半農半漁」のものが妥当
であると判断した。
なお，本節の考察においても歴史性・地域性お
よび階麿性に配慮しなければならないこと
までもない。
つ
(1) 歴史性
表2は，半農半漁経営体における推定農業所得
の推移を示したものである。この20年間において
推定した農業所得およびその割合が増加してきて
いることが注目される。それは，ひとえに農業を
営んだ漁家(半農半漁)の割合が激減したことに
よるものである。すなわち，この陪，農業の位置
の低い多くの漁家が農業を切り捨ててきた結果，
比較的農業の比重の高い半農半漁世帯が残された
ためと考えられる。そして今日，残された半農半
漁世帯の農業所得は全国平均で見て42万円，そし
て漁家所得の中での割合は 7%台となっている。
(2) 地域性
表3は1998年における半農半漁経営体における
推定農業所得を海底別に見たものである。ぶれが
大きいのは，推計値の欠点である。太平洋南区の
推定農業所得が255万円と高く，また所得率も67%
と極めて高いのもそのためと考えられる。そのよ
うな欠点を考慮してではあるが，太平洋3区と東
シナ海底の半農半漁経営体の農業所得は50万円台
でその割合は10%前後と決して無視しえない水準
を示す一方，日本海開区では所得が5ないし7万
円および所得率が1%前後とネグリジブルなもの
となっていることが推測される。 5の(註 1)で
述べた日本海両匿の飯米的・自給農業的性格の反
映と見られる。
農業所得の大半は稲作所得と考えられるため，
言い換えれば，太平洋3匿と東シナ海援の農業は
平均的にみて組収入が100万円前後で所得が50万
円台といった内容であると想、像される。
(3) 階属性
階層性を見た表4も推定値の性格上ぱらつきが
大きいが，漁船漁家の場合は， 1トン未満層の農
業所得は79万円で割合が
表2 農業を営んだ漁家の農業所得(推計値)の割合の推移(全国) 15%と最も高いが，それに
比べその他の階層の所得額
はそんなに多くないし所得
率も数%と低い。
(単位:子同， 96) 
1978 1988 1998 
漁家所得 A 4，009.7 5，366.8 5，705.6 
農業所得 B 46.4 52.5 58.7 
農業を営んだ漁家の割合 C 34.1 24.8 14.1 
農業を営んだ漁家の農業所得の推計 D=B/C 136.1 210.5 416.3 
農業を営んだ漁家の農業所得の割合 E=D/A 3.4 3.9 7.3 
資料:A， B， D， Eは漁業経済調査報告(漁家の剖1)，Cのみ漁業センサスより。
註 :漁家とは「漁業経済調資jではi毎爾漁業j魚家，センサスでは側人漁業経営体を採用。
一方，のり養殖業の農業
所得が86万円と最も高いの
が注目される。 5.での叙
述と関連するが， (2)で見た
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表 3 農業を営んだ漁家の農業所得(推計値)の都合
の海区別比較 (1998年)
(i別立:二子円， 96) 
i魚 Jt由壬 農業 農業を 農業
を営 営んだ Ý~呂Z 
ヨ{唱え 業 んだ 漁家の んだ
i魚家 農業所 {，J川也芸凸者え
所 所 の 得の の設所
都合 推計 得業の符ー 得
割合
B/C 
A B C (D) D/A 
ノニヒ、 国 5，705，6 58， 7 14.1 416.3 7.3 
北海道 IR 5，833.2 1.7 
太平洋北区 6，003.6 97.2 16.6 585.5 9.8 
太平洋中区 6，583.4 90.2 15.4 585.7 8.9 
太平洋南区 3，782.4 175.7 6.9 2，546.4 67.3 
日本海北区 7，285.6 22.2 31. 6 70.3 1.0 
日本海商区 6，580.7 7.5 14.9 50.3 0.8 
東シナiliJ;区 4，419.5 100.3 19.5 514.4 11. 6 
瀬戸内海区 5，112.9 9.1 10.3 88.3 1.7 
資料:表2と河じ。
表 4 農業を営んだ漁家の農業所得(推計値)の割合
の階層間等比較(全盟・ 1998年)
(1if立:千円， 96) 
i魚 1HF4G  農業 農業を 農業を
を営 営んだ 営んだ
家 業 んだ 漁家の 漁家の
i魚家 農業所 農業所
所 月? の 得の 得の
割合 推計 割合
得 得
B/C 
A B C (D) D/A 
i!$，Aa漁家平均 5，705.6 58.7 14.1 416.3 7.3 
1トン未満ー 5，169.0 149.3 18.8 794.1 15.4 
1 ~ 3 5，267.3 6.6 11. 9 55.5 1.1 
3~5 6，291. 4 18.1 7.7 235.1 3.7 
5 ~10 7，051. 6 3.1 7.1 43.7 0.6 
ノj、現定置網 6，609.2 22.0 14.9 147.7 2.2 
のり養嫡業 10，187.5 290.8 34.0 855.3 8.4 
資料:表2と同じ。
東シナ海区での農業所得・率の高さと，のり養殖
業でのそれらの高さは， 5の(註2)で述べたよ
うに，佐賀県・福間県・熊本県に代表される東シ
ナ海区でののり養殖業の影響(註2)と考えられ
る。
(4) 結論
本節においても，地域的には太平洋3区と東シ
ナ海区においては，また階層的には lトン未満層
においては，さらに漁業種類ではのり養殖業にお
いては，平均的にみて50万円台から70~80万円台，
割合にして10%前後の農業所得を得ていることが
分かつた。
問題は以との数字を大きい(高い)とみるか，
少ない(低い)とみるかである。なおその際，推
計において使用した数値が「広義の半農半漁」の
ものであった点を忘れてはならない。したがって
半農半漁の中でも農業の比重の比較的高い f狭義
の半農半漁Jにおいては上記の数字はもう少し大
きな(高い)ものと推測される。そういう点も考
慮して判断すると，以上の数値は，意外と大きい
数字とみることができるのではないか。
(註1)このJJi去は lJrJi~翼手IH& (1988) p，100から学んだ。
(註2)のり養殖業と農業との兼業 (21~J;!J:2j~漁)については IW
内義人ら (1979)および八木浦5ミ(1981)に詳しい。
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